
Ⅰ 資産の部

1

 現金預金 45,613,898 54,243,506 △ 8,629,608

 前払金 7,200 5,400 1,800

 立替金 9,997 8,075 1,922

 未収金 601,045 24,840 576,205

 仮払金 0 56,844 △ 56,844

 商品 364,773 200,577 164,196

 教材 1,028,123 434,031 594,092

流動資産合計 47,625,036 54,973,273 △ 7,348,237

2

(1) 基本財産

　定期預金 0 0 0

　投資有価証券 200,000,000 200,000,000 0

基本財産合計 200,000,000 200,000,000 0

(2) 特定資産

　退職給付引当資産 86,896,265 81,362,825 5,533,440

特定資産合計 86,896,265 81,362,825 5,533,440

固定資産合計 286,896,265 281,362,825 5,533,440

資産合計 334,521,301 336,336,098 △ 1,814,797

Ⅱ 負債の部

1

 未払金 23,688,484 25,026,107 △ 1,337,623

 未払法人税等 70,000 70,000 0

 前受金 109,120 725,380 △ 616,260

 預り金 110,242 107,007 3,235

 賞与引当金 8,099,997 0 8,099,997

流動負債合計 32,077,843 25,928,494 6,149,349

2 固定負債

　退職給付引当金 86,896,265 81,362,825 5,533,440

固定負債合計 86,896,265 81,362,825 5,533,440

負 債 合 計 118,974,108 107,291,319 11,682,789

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産

　地方公共団体出捐金 200,000,000 200,000,000 0

指定正味財産合計 200,000,000 200,000,000 0

( 200,000,000 ) ( 200,000,000 ) ( 0 )

2 一般正味財産 15,547,193 29,044,779 △ 13,497,586

( － ) ( － ) ( － )

正味財産合計 215,547,193 229,044,779 △ 13,497,586

負債及び正味財産合計 334,521,301 336,336,098 △ 1,814,797

令和3年3月31日現在

流動資産

科　　　　　　　　　目

貸　借　対　照　表

固定資産

(単位:円）

当年度

(うち特定資産への充当額)

(うち基本財産への充当額)

流動負債

増　減前年度
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Ⅰ　一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

　(1) 経常収益

   基本財産運用益

基本財産受取利息 572,000 346,213 225,787

　 特定資産運用益

特定資産受取利息 8,146 14,564 △ 6,418

　 事業収益

受託事業収益 117,103,185 118,046,015 △ 942,830

防火管理体制教育指導講習事業収益 13,856,134 18,472,981 △ 4,616,847

防火管理講習等事業収益 6,354,290 8,055,400 △ 1,701,110

応急手当普及啓発事業収益 277,800 427,850 △ 150,050

防災用品販売事業収益 4,585,620 5,891,000 △ 1,305,380

   受取補助金等

受取地方公共団体補助金 22,126,291 22,990,493 △ 864,202

受取民間助成金 100,000 100,000 0

　 諸収益

受取利息 0 4,504 △ 4,504

雑収入 0 96,000 △ 96,000

  経常収益計 164,983,466 174,445,020 △ 9,461,554

　(2) 経常費用

　 事業費

役員報酬 12,104,798 11,892,334 212,464

報酬 21,319,283 19,197,482 2,121,801

給料 35,224,938 34,663,140 561,798

諸手当 25,243,716 25,033,834 209,882

法定福利費 14,947,150 14,421,768 525,382

退職給付費用 4,817,837 4,995,310 △ 177,473

賞与引当金繰入額 7,380,845 0 7,380,845

賃金 2,576,101 2,314,250 261,851

福利厚生費 243,944 256,904 △ 12,960

旅費交通費 1,300 82,364 △ 81,064

通信運搬費 1,063,360 1,064,078 △ 718

消耗品費 3,300,355 8,825,037 △ 5,524,682

教材費 6,081,443 8,902,883 △ 2,821,440

商品費 3,460,987 4,966,410 △ 1,505,423

修繕料 618,997 1,710,141 △ 1,091,144

印刷製本費 823,831 1,597,328 △ 773,497

燃料費 260,605 451,642 △ 191,037

使用料及び賃借料 11,367,580 11,090,470 277,110

手数料 22,150 318,770 △ 296,620

保険料 540,700 732,050 △ 191,350

諸謝金 1,608,000 2,178,000 △ 570,000

公租公課費 9,851,100 9,187,400 663,700

支払負担金 50,000 50,000 0

委託料 3,818,314 2,351,029 1,467,285

広告料 16,500 16,500 0

光熱水費 265,470 265,712 △ 242

科　　　　　　　　　目

正味財産増減計算書

(単位:円）
当年度 前年度 増　減

令和2年4月1日から令和3年3月31日まで
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当年度 前年度 増　減

　 管理費

役員報酬 247,032 242,697 4,335

給料 4,356,000 4,287,000 69,000

諸手当 3,268,343 3,281,105 △ 12,762

法定福利費 1,281,408 1,276,905 4,503

退職給付費用 715,603 937,375 △ 221,772

賞与引当金繰入額 719,152 0 719,152

福利厚生費 4,829 5,692 △ 863

会議費 4,820 4,080 740

食糧費 8,525 8,603 △ 78

旅費交通費 420 174,104 △ 173,684

通信運搬費 63,081 90,219 △ 27,138

消耗品費 60,844 76,635 △ 15,791

修繕料 0 9,677 △ 9,677

印刷製本費 7,565 11,373 △ 3,808

燃料費 967 1,091 △ 124

使用料及び賃借料 184,688 190,446 △ 5,758

手数料 206,853 218,209 △ 11,356

公租公課費 4,000 6,000 △ 2,000

支払負担金 118,000 118,000 0

委託料 131,214 126,143 5,071

交際費 5,530 8,530 △ 3,000

光熱水費 12,874 12,996 △ 122

　経常費用計 178,411,052 177,651,716 759,336

　 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 13,427,586 △ 3,206,696 △ 10,220,890

　 当期経常増減額 △ 13,427,586 △ 3,206,696 △ 10,220,890

　 税引前当期一般正味財産増減額 △ 13,427,586 △ 3,206,696 △ 10,220,890

　 法人税・住民税及び事業税　 70,000 70,000 0

　 当期一般正味財産増減額 △ 13,497,586 △ 3,276,696 △ 10,220,890

　 一般正味財産期首残高 29,044,779 32,321,475 △ 3,276,696

　 一般正味財産期末残高 15,547,193 29,044,779 △ 13,497,586

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益

   基本財産受取利息 572,000 346,213 225,787

一般正味財産への振替額

 　一般正味財産への振替額 △ 572,000 △ 346,213 △ 225,787

　 当期指定正味財産増減額 0 0 0

　 指定正味財産期首残高 200,000,000 200,000,000 0

　 指定正味財産期末残高 200,000,000 200,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 215,547,193 229,044,779 △ 13,497,586

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

　(1) 経常収益

   基本財産運用益

基本財産受取利息 572,000 572,000

　 特定資産運用益

特定資産受取利息 8,146 8,146

　 事業収益

受託事業収益 117,103,185 117,103,185

防火管理体制教育指導講習事業収益 13,856,134 13,856,134

防火管理講習等教材収益 6,354,290 6,354,290

応急手当普及啓発事業収益 277,800 277,800

防災用品販売事業収益 4,585,620 4,585,620

   受取補助金等

受取地方公共団体補助金 11,443,695 10,682,596 22,126,291

受取民間助成金 100,000 100,000

  経常収益計 149,715,250 4,585,620 10,682,596 0 164,983,466

　(2) 経常費用

　 事業費

役員報酬 11,857,766 247,032 12,104,798

報酬 21,319,283 21,319,283

給料 35,224,938 35,224,938

諸手当 25,243,716 25,243,716

法定福利費 14,908,657 38,493 14,947,150

退職給付費用 4,817,837 4,817,837

賞与引当金繰入額 7,358,648 22,197 7,380,845

賃金 2,397,568 178,533 2,576,101

福利厚生費 243,688 256 243,944

旅費交通費 1,300 1,300

通信運搬費 1,038,026 25,334 1,063,360

消耗品費 3,296,093 4,262 3,300,355

教材費 6,081,443 6,081,443

商品費 3,460,987 3,460,987

修繕料 618,997 618,997

印刷製本費 680,014 143,817 823,831

燃料費 260,553 52 260,605

使用料及び賃借料 11,338,358 29,222 11,367,580

手数料 16,320 5,830 22,150

保険料 540,700 540,700

諸謝金 1,608,000 1,608,000

公租公課費 9,785,600 65,500 9,851,100

支払負担金 50,000 50,000

委託料 3,811,316 6,998 3,818,314

広告料 16,500 16,500

光熱水費 263,153 2,317 265,470

　 管理費

役員報酬 247,032 247,032

給料 4,356,000 4,356,000

諸手当 3,268,343 3,268,343

法定福利費 1,281,408 1,281,408

退職給付費用 715,603 715,603

賞与引当金繰入額 719,152 719,152

福利厚生費 4,829 4,829

会議費 4,820 4,820

食糧費 8,525 8,525

旅費交通費 420 420

通信運搬費 63,081 63,081

消耗品費 60,844 60,844

印刷製本費 7,565 7,565

燃料費 967 967

使用料及び賃借料 184,688 184,688

手数料 206,853 206,853

公租公課費 4,000 4,000

支払負担金 118,000 118,000

委託料 131,214 131,214

交際費 5,530 5,530

光熱水費 12,874 12,874

　経常費用計 162,778,474 4,230,830 11,401,748 0 178,411,052

　 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 13,063,224 354,790 △ 719,152 0 △ 13,427,586

　 他会計振替額 32,976 △ 32,976 0 0 0

　 当期経常増減額 △ 13,030,248 321,814 △ 719,152 0 △ 13,427,586

　 税引前当期一般正味財産増減額 △ 13,030,248 321,814 △ 719,152 0 △ 13,427,586

　 法人税・住民税及び事業税 0 70,000 0 0 70,000

　 当期一般正味財産増減額 △ 13,030,248 251,814 △ 719,152 0 △ 13,497,586

　 一般正味財産期首残高 20,217,994 20,068,145 △ 11,241,360 0 29,044,779

　 一般正味財産期末残高 7,187,746 20,319,959 △ 11,960,512 0 15,547,193

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益

   基本財産受取利息 572,000 572,000

一般正味財産への振替額

 　一般正味財産への振替額 △ 572,000 △ 572,000

　 当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

　 指定正味財産期首残高 200,000,000 200,000,000

　 指定正味財産期末残高 200,000,000 0 0 200,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 207,187,746 20,319,959 △ 11,960,512 0 215,547,193

公1 収1

防火防災の思想の普
及啓発･知識技術の育
成指導及び教育研修
の実施に関する事業

防災物品等の普及
促進に関する事業

正味財産増減計算書内訳表
令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

科　　　　　　　　　　　　目

公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計 内部取引消去 合計
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有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券の評価基準及び評価方法は償却原価法（定額法）による。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）による。

引当金の計上基準

退職給付引当金は、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

賞与引当金は、役職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見積額のうち当期に帰属する

額を計上している。

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用している。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込処理方式で行うことにしている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

( ( (

) ) )

（ ） 　 　 　

（ ） 　

　 （ )

　 　 　 （ )

（ ） 　 　 （ )

(3)

(4)

当期末残高

基 本 財 産

200,000,000

２.

0

(5)

－ 86,896,265

－ 86,896,265

小　　　　　計 86,896,265 － － 86,896,265

合　　　　　計 200,000,000

－ －

小　　　　　計 200,000,000 200,000,000 － －

200,000,000投 資 有 価 証 券 200,000,000

からの充当額 対 応 す る 額

基 本 財 産

0

0 286,896,265

200,000,000

３.

科　　　　　目 当期末残高
うち指定正味財産 うち一般正味財産 う ち 負 債 に

－

81,362,825 5,533,440 0 86,896,265

からの充当額

200,000,000

特 定 資 産

退職給付引当資産 86,896,265

0

5,533,440 0 86,896,265

286,896,265

科　　　　　目 前期末残高 当期減少額

小　　　　　計

退職給付引当資産 81,362,825

特 定 資 産

当期増加額

投 資 有 価 証 券 200,000,000

5,533,440合　　　　　計 281,362,825

0

小　　　　　計

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１. 重要な会計方針

(2)

(1)
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満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

福岡市債

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

千葉市

助成金

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金　　　　　額

経常収益への振替額

基本財産受取利息

関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

上記金額のうち、事業の受託に係る取引金額及び期末残高には消費税が含まれている。

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

（注1） 受託金額は、市場実勢を参考に希望価格を提示し、交渉のうえ決定している。

（注2） 運営補助は、交付申請により交付額が決定されている。

重要な後発事象

該当事項なし。

100,0000

22,126,291 22,126,2910

議決権

(一財)日本消防設備安全センター

22,226,291

16,094,815

の所有

地方

補助金等の名称 交付者

事業の受

地方公共団体補助金

民間助成金

資産総額
(単位：円)

科目
期末残高
（単位：円）

関係内容

－ 未払金理事2名

割合

0

の関係

（注２）

取引金額
（単位：円）

防災普及

啓発事業

運営補助 22,126,291

　託

117,103,185

取引の
内容

兼務等

の受託

（注１）

市の職員

役員の

は、千葉

法人等
の名称

住所

合　　計 0

は職業

事業の

６.

内　　　　　　容

572,000

合　　　　　　計 572,000

７.

0

千葉市千葉市支
配
法
人

公共

内容又

団体

－

中央区

種
類

当 期 末

－

100,000 0 －

である。

未払金

事業上

22,226,291

貸借対照表上

残 高 増 加 額 減 少 額 残 高 の 記 載 区 分

前 期 末 当 期 当 期

５.

1,224,709

時　　価 評価損益帳簿価額

（ 基 本 財 産 ）

８.

４.

種類及び銘柄

2019年度第5回公募公債（20年）

合　　　　　計 200,000,000 192,960,000 △ 7,040,000

7,040,000△192,960,000200,000,000
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 　1.基本財産及び特定資産の明細

　　　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記「 ２．基本財産及び特定資産の増減額及び

　　 その残高」に記載のとおりである。

 　2.引当金の明細

　　（単位：円）

（注）引当金の計上理由及び額の算定については、財務諸表に対する注記「1.重要な会計方針(3) 引当金

　　  の計上基準」に記載している。

8,099,997

81,362,825 5,533,440 0 0

賞与引当金 0 8,099,997 0 0

計算書類の附属明細書

期末残高

86,896,265

使用目的 その他
当期減少額

期首残高科目 当期増加額

退職給付引当金
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